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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第163期 第164期 第165期 第166期 第167期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 53,400 53,296 55,395 57,061 58,080

経常利益 (百万円) 3,427 3,190 4,136 4,445 3,840

当期純利益 (百万円) 1,882 1,858 1,859 1,326 1,895

純資産額 (百万円) 38,576 39,954 41,488 42,173 43,196

総資産額 (百万円) 61,670 61,691 65,360 65,855 66,212

１株当たり純資産額 (円) 1,298.351,344.931,396.811,421.781,456.28

１株当たり当期純利益 (円) 61.79 60.94 60.82 44.71 63.92

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 62.6 64.8 63.5 64.0 65.2

自己資本利益率 (％) 5.0 4.7 4.6 3.2 4.4

株価収益率 (倍) 27.51 43.65 109.34 124.4 62.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,974 3,605 4,920 5,901 5,227

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,073 △3,901 △2,740 △4,565 △3,825

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △450 △463 △626 △593 △682

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 10,554 9,795 11,349 12,091 12,810

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
1,708
(1,060)

1,683
(1,064)

1,630
(1,134)

1,578
(1,179)

1,551
(1,391)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載していない。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第163期 第164期 第165期 第166期 第167期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 52,196 52,056 54,145 55,803 57,484

経常利益 (百万円) 3,270 3,010 3,979 4,537 3,901

当期純利益 (百万円) 1,784 1,727 1,752 2,423 2,020

資本金 (百万円) 1,485 1,485 1,485 1,485 1,485

発行済株式総数 (千株) 29,700 29,700 29,700 29,700 29,700

純資産額 (百万円) 39,736 40,964 42,390 44,172 45,320

総資産額 (百万円) 61,818 61,736 65,215 66,921 67,559

１株当たり純資産額 (円) 1,337.121,378.971,427.161,488.851,527.55

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

15

(―)

20

(―)

20

(―)

23

(―)

23

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 58.66 56.82 57.45 81.70 68.11

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 64.3 66.4 65.0 66.0 67.1

自己資本利益率 (％) 4.6 4.3 4.2 5.5 4.5

株価収益率 (倍) 28.98 46.81 115.75 68.1 58.4

配当性向 (％) 25.6 35.2 34.8 28.2 33.8

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
1,568
(723)

1,521
(699)

1,471
(749)

1,430
(775)

1,406
(993)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載していない。
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２ 【沿革】

　
明治20年12月時の財界有力者渋沢栄一、大倉喜八郎両氏等の発起に依り資本金26万円の有限会

社帝国ホテルが設立された。

　　23年11月帝国ホテル落成、開業

　　26年７月 帝国ホテル株式会社と改称

　　40年１月 株式会社メトロポールホテルを合併し社名を株式会社帝国ホテルと変更、資本金

120万円

昭和８年５月 上高地帝国ホテル起工、スイス式山小屋風の木造４階建で10月完成

　　20年９月 連合軍総司令部直属の将官宿舎として接収される。

　　27年３月 接収を解除される。

　　36年10月東京証券取引所市場第二部に上場

　　45年１月 帝国商事株式会社(商号変更　現　㈱帝国ホテルサービス)に営業の一部を譲渡

(現・連結子会社)

　　45年３月 本館落成

　　48年２月 帝国ホテルハイヤー株式会社設立(現・連結子会社)

　　52年８月 上高地帝国ホテル改築落成、９月営業再開

　　58年３月 インペリアルタワー落成

平成２年３月 株式会社アイ・エイチ・エス(商号変更　現　㈱インペリアルエンタープライズ)設立

(現・連結子会社)

　　２年11月 開業100周年

　　７年３月 ザ・クレストホテル立川の運営を受託し、その運営を㈱インペリアルエンタープライ

ズに委託

　　８年３月 帝国ホテル大阪開業

　　９年１月 東京国際フォーラムのケータリングサービス事業の運営受託業務開始

　　12年11月ザ・クレストホテル柏開業
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３ 【事業の内容】

当社の企業集団は、当社、子会社４社及び関連会社２社で構成され、ホテル及び料飲施設の運営・不動産

賃貸事業並びにそれらに付帯するサービス事業活動を展開している。

当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりである。

　　ホテル事業…………当社、子会社４社及び関連会社２社で事業を営んでいる。

　　不動産賃貸事業……当社が営んでいる。

　

子会社、関連会社及びその他関係会社の主な事業内容

子会社

㈱インペリアルエンタープライズ コミュニティホテル並びにレストラン・研修施設等の運営

及びホテル付帯サービス

㈱帝国ホテルサービス ホテル付帯サービス及び不動産の管理

帝国ホテルハイヤー㈱ 一般乗用旅客自動車運送及び駐車場管理

IMPERIAL HOTEL AMERICA, LTD.北米地区における販売及びマーケティング活動

　

関連会社

㈱インペリアル・キッチン 調理食品の製造及び売買

㈱ニューサービスシステム バンケットサービス及び不動産の管理・清掃

　

その他の関係会社

三井不動産㈱ 不動産業

　

事業の系統図
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)

㈱インペリアル
エンタープライズ

東京都
千代田区

100
コミュニティホ
テル及びホテル
付帯サービス

100 ―
コミュニティホテルの運営受託
役員の兼任等　有

㈱帝国ホテル
サービス

東京都
千代田区

10
ホテル付帯サー
ビス及び不動産
の管理

100 ―
清掃及び警備業務の受託
役員の兼任等　有

帝国ホテル
ハイヤー㈱

東京都
千代田区

10
一般乗用旅客自
動車運送及び駐
車場管理

100 ―
駐車場管理業務の受託
役員の兼任等　有

(持分法適用関連会社)

㈱インペリアル・
キッチン

東京都
千代田区

10
調理食品の製造
及び売買

50 ―
当社商品の製造販売
役員の兼任等　有

㈱ニューサービス
システム

東京都
港区

40
バンケットサー
ビス及び不動産
の管理・清掃

50 ―
バンケットサービス及び清掃業務
の受託
役員の兼任等　有

(その他の関係会社)

三井不動産㈱
東京都
中央区

174,296不動産業 ― 33.31役員の兼任等　有

(注)

(注)　有価証券報告書を提出している。

　　　

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ホテル事業 1,460(1,391)

不動産賃貸事業 20

全社(共通) 71

合計 1,551(1,391)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載している。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,406(993) 42.3 20.4 7,136

(注) １　従業員は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載している。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

　

(3) 労働組合の状況

当社及び子会社の従業員の組織する労働組合は、帝国ホテル労働組合と称し、サービス・ツーリズム産

業労働組合連合に所属している。

なお、労使の関係は円満で、特記すべき事項はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、良好な企業収益と堅調な設備投資に支えられ、景気は緩やかな

回復基調で推移したものの、期後半にはサブプライムローン問題を背景とする米国経済の減速や原油価

格の高騰、株価の下落、為替の変動の影響による景気の停滞感が高まった。

ホテル業界においては、外資系高級ホテルを中心とした新規参入による客室供給増と既存大型ホテル

のリニューアルが相次ぎ、市場における企業間の販売競争は一段と激化するという厳しい経営環境に

あった。

当社グループとしては、オペラや舞踏会とディナーを組み合わせた新たな文化的イベントの開催なら

びにクリスマス等の季節催事をさらに充実させるなど、ブランドを活かした営業活動を展開してきた。併

せて、広報活動のさらなる強化、顧客会員組織の拡充など、グループ一丸となって、集客の増加ならびに売

上の増加に努めてきた。

設備面においては、帝国ホテル本社本館の８階・９階客室の全面改修、３階宴会場「富士の間」の附帯

設備ならびに３階・４階宴会場の厨房改修、帝国ホテル大阪の15階から19階客室改修など、市場における

競争力強化のための設備投資を積極的に推進してきた。

また、経費面においても、全社的な諸経費の削減を継続し、収益の向上に全力を注いできた。

以上の結果、当連結会計年度における当社グループの売上高は、前年同期比1.8％増の58,080百万円と

なり、経常利益は税法改正に伴う減価償却費の増加などもあり、前年同期比13.6％減の3,840百万円、当期

純利益については、前期に法人税等調整額の増加があったことから、前年同期比43.0％増の1,895百万円

となった。

　

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりである。

①ホテル事業

客室は、帝国ホテル本社、大阪ともに改修後の積極的な高単価販売が功を奏し、食堂も改装なった

「パークサイドダイナー」やメニュー改訂を行った各店舗が好調に推移した。また、宴会についても期前

半の就任披露パーティーなど一般宴会が好調であったことなどから、売上高は前年同期比1.3％増の

51,721百万円となったが、税法改正に伴う減価償却費の増加などの影響で営業利益は前年同期比27.4％

減の1,723百万円となった。

②不動産賃貸事業

賃料改定とオフィス、ショップがともにほぼ満室の状態を維持できたことなどから、売上高は前年同期

比5.5％増の6,381百万円となり、営業利益は前年同期比5.9%増の4,311百万円となった。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が減少したことなどにより前年同期

比673百万円（11.4％）の減少となり、投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資による支出が減

少したことにより前年同期比739百万円（16.2％）の増加となった。また、配当金の支払いを含む財務活

動によるキャッシュ・フローは、前年同期比88百万円（15.0％）の減少となり、当連結会計年度における

現金及び現金同等物は、前年同期比719百万円（5.9％）増加し12,810百万円となった。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 事業の種類別セグメント売上高

　

事業の種類別セグメントの名称

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(百万円) 金額(百万円)

ホテル事業 51,038 51,721

帝国ホテル本社 37,064 38,233

帝国ホテル大阪 11,457 11,559

その他 2,516 1,927

不動産賃貸事業 6,023 6,359

合計 57,061 58,080

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

２　上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の金額である。

　

(2) 主要な事業所の収容能力及び収容実績

①　帝国ホテル本社

項目

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

収容能力 収容実績 利用率 一日平均 収容能力 収容実績 利用率 一日平均

客室 370,470室290,825室78.5％ 797室 369,477室274,494室74.3％ 750室

食堂 447,473名1,581,816名3.5回転4,334名452,742名1,590,370名3.5回転4,345名

宴会 1,368,750名722,692名0.5回転1,980名1,372,500名719,868名0.5回転1,967名

委託食堂 202,330名294,249名1.5回転 806名 203,982名271,170名1.3回転 741名

(注) １　客室の収容能力は客室数により算出。

２　食堂及び宴会の収容能力は着席数により算出(宴会場についてはディナー形式の着席数とした)。

　

当連結会計年度及び前連結会計年度の宿泊客、食事客及び宴会客の利用割合は次のとおりである。

項目

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

比率(％)
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

比率(％)

利用客数(名) 宿泊 計 利用客数(名) 宿泊 計

宿泊客

外人客 177,20342.3 180,21146.0

邦人客 241,83957.7 211,36954.0

小計 419,042100.015.4 391,580100.014.5

食事客 1,581,816 58.1 1,590,370 58.9

宴会客 722,692 26.5 719,868 26.6

合計 2,723,550― 100.0 2,701,818― 100.0
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②　帝国ホテル大阪

項目

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

収容能力 収容実績 利用率 一日平均 収容能力 収容実績 利用率 一日平均

客室 141,251室99,540室70.5％ 273室 139,736室105,035室75.2％ 287室

食堂 215,350名402,398名1.9回転1,102名215,940名389,668名1.8回転1,065名

宴会 963,600名433,125名0.4回転1,187名966,240名416,666名0.4回転1,138名

委託食堂 34,310名66,433名1.9回転 182名 34,404名63,438名1.8回転 173名

(注) １　客室の収容能力は客室数により算出。

２　食堂及び宴会の収容能力は着席数により算出(宴会場についてはディナー形式の着席数とした)。

　

当連結会計年度及び前連結会計年度の宿泊客、食事客及び宴会客の利用割合は次のとおりである。

項目

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

比率(％)
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

比率(％)

利用客数(名) 宿泊 計 利用客数(名) 宿泊 計

宿泊客

外人客 41,35230.0 52,20636.4

邦人客 96,56270.0 91,39363.6

小計 137,914100.014.2 143,599100.015.1

食事客 402,398 41.3 389,668 41.0

宴会客 433,125 44.5 416,666 43.9

合計 973,437― 100.0 949,933― 100.0
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３ 【対処すべき課題】

今後の見通しについては、米国経済の減速、原油や原材料価格の高騰、不安定な株式・為替市場の状況等

の懸念材料が重なり、景気の先行きへの不透明感が一段と強まっている。

ホテル業界においては、外資系を含む新規参入ホテルならびに改修を終了した既存大型ホテルの本格稼

働により、市場における販売競争は一段と激化すると予想される。

当社グループとしては、多様化する顧客ニーズに対応した商品の企画、開発に取り組み、高品質な商品の

提供を行うとともに、営業力の強化や業務効率の改善に努め、市場での競争力と優位性の向上を目指してい

く。また、開業75周年を迎える上高地帝国ホテルや今夏に開業50周年を迎える「インペリアルバイキング　

サール」の記念催事を企画、販売するなど、機会を捉えた積極的な営業活動を行い、グループ一丸となって

売上げの増加に向けて邁進していく。

設備面においても、帝国ホテル本社のタワー館中２階宴会場「光の間」の附帯設備の更新、全客室のＣＡ

ＴＶシステムの更新、帝国ホテル大阪の中層階客室の改修などを行い、競争力の強化のための設備投資を積

極的に推進していく。

一方、経費面では、材料費の上昇など厳しい収益環境が予想されるが、さらなる諸経費の削減、業務全般の

効率化を徹底し、収益の向上を目指し、一層の経営努力を続けていく。

さらに、人材育成プログラムの再構築により次世代を担う人材育成の強化に努めるとともに、食に対する

安全確保を使命とした「食の安全と信頼委員会」を新設するなどコーポレートガバナンスおよびコンプラ

イアンス体制の強化に向けた諸施策をグループ全体として強力に推進し、企業として社会的責任（CSR）を

果たしていく所存である。

　

４ 【事業等のリスク】

当社グループは事業等のリスクに関し、組織的・体系的に対処することとしているが、当社グループの経

営成績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがある。なお、本項に

おける将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり、事業等の

リスクはこれらに限定されるものではない。

　
①自然災害と伝染病の発生

大規模な地震や台風等の自然災害の発生は、当社グループの所有する建物、施設等に損害を及ぼし、一

時的な営業停止による売上減や修復のための費用負担が発生する可能性がある。また、新型インフルエン

ザやＳＡＲＳ等新たな伝染病の発生や蔓延は、遠距離移動や団体行動の制限が予想され、当社グループの

業績に影響する可能性がある。
　
②テロ、戦争の勃発

テロ行為や国際的な戦争の勃発等の世界情勢の変化は、海外渡航の自粛による外国人利用客の減少、レ

ジャーや祝事に対する消費マインドの減退が予想され、当社グループの業績に影響する可能性がある。
　
③食の安全に関わる問題

当社グループは、平素より食に対する安全確保を使命とした「食の安全と信頼委員会」を設置するな

ど、食品衛生管理には磐石な体制を構築しているが、ノロウイルスによる食中毒やＢＳＥの発生等食品衛

生や食の安全、安心に関する問題が発生した場合、当社グループの業績に影響する可能性がある。
　
④個人情報や営業上の秘密情報の漏洩

顧客の個人情報や営業上の秘密情報の管理は、社内の情報管理、監視部門が中心になり、外部への流出

防止を行っているが、情報の漏洩が発生した場合、当社グループ全体への信用の失墜とブランドの低下な

らびに損害賠償等の費用負担により、当社グループの業績に影響する可能性がある。
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５ 【経営上の重要な契約等】

提出会社

①　帝国ホテル本社の土地のうち12,807㎡は国有地であり、賃借期間は平成９年12月１日から平成39年11月

30日までの30年間である。

②　東京都市町村職員共済組合が経営するザ・クレストホテル立川の運営を受託し、その運営を㈱インペリ

アルエンタープライズに委託している。いずれも契約期間は平成６年11月10日から平成27年３月31日ま

でである。

③　財団法人東京国際交流財団（現　㈱東京国際フォーラム）が運営する東京国際フォーラムのケータリン

グサービス事業を受託し、当初の契約期間は平成７年10月31日から平成11年３月31日までであったが、そ

の後は１年契約の更新である。

④　帝国ホテル大阪の建物を所有者(三菱マテリアル㈱・三菱地所㈱)から賃借している。賃借期間は平成８

年１月24日から平成28年１月31日までである。

⑤　ザ・クレストホテル柏の建物を所有者(明治安田生命保険(相)・他６社)から賃借し、その運営を㈱イン

ペリアルエンタープライズに委託している。いずれも契約期間は平成12年10月１日から平成32年９月30

日までである。

　

６ 【研究開発活動】

特記事項なし

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりである。

(1) 財政状態の分析

（資産）

当連結会計年度末における資産の合計は66,212百万円（前連結会計年度末65,855百万円）となり、356

百万円増加した。うち流動資産は18,122百万円（同17,622百万円）と、キャッシュ・フローの増加などに

より、499百万円増加した。

固定資産は、48,090百万円(同48,233百万円)と143百万円減少となった。有形固定資産が帝国ホテル本

社の客室改修等の設備投資により、34,403百万円（同33,848百万円）と554百万円増加したものの、投資

その他資産は、繰延税金資産の減少などにより、12,363百万円（同13,117百万円）と753百万円減少した

ことによるものである。

　

（負債）

当連結会計年度末における負債の合計は23,015百万円（前連結会計年度末23,682百万円）となり、666

百万円減少した。うち流動負債は、9,830百万円（同10,346百万円）と、期末日が休日であったため未払費

用が増加した前連結会計年度に比べ515百万円減少し、固定負債は13,184百万円（同13,335百万円）と、

退職給付引当金が減少したことなどにより151百万円減少した。

　

（純資産）

当連結会計年度末における純資産の合計は43,196百万円（前連結会計年度末42,173百万円）となり、

利益剰余金の増加などにより1,023百万円増加した。

EDINET提出書類

株式会社帝国ホテル(E04539)

有価証券報告書

11/72



　

(2) キャッシュ・フローの分析

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られた資金は5,227百万円となった。これは主に、税金等調整前当期純利益3,791百

万円、減価償却費3,399百万円等により増加し、法人税等の支払1,649百万円などによって減少したことに

よるものである。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は3,825百万円となった。これは主に、設備投資に伴う支払が3,578百万

円あったことによるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は配当金の支払681百万円が主なものである。

以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は12,810百万円となり、前連結会計年度末よ

り719百万円増加した。

　

(3) 経営成績の分析

当連結会計年度における売上高は58,080百万円（前連結会計年度比1.8％増）、材料費及び販売費・一

般管理費の合計額は54,541百万円（同2.6％増）、営業利益は3,539百万円（同16.0減）、経常利益は

3,840百万円（同13.6％減）、当期純利益は1,895百万円（同43.0％増）となった。

売上高の主な増加要因は、ホテル事業については、客室改修後の単価の上昇効果や各種企画商品の販売

も順調に推移したことなどによるものである。

材料費の主な増加の要因は販売増に伴うものであり、販売費・一般管理費の主な増加の要因は、税法改

正に伴う償却費の増加や改修工事に伴う経費増などによるものである。

特別損失は、帝国ホテル本社及び大阪の改修工事に伴う固定資産除却損である。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループは、ブランド価値のさらなる向上と競争力を高めるため、計画的に設備投資を推進し、諸施

設を改善充実させている。

当連結会計年度の設備投資によって取得した有形固定資産の合計は3,929百万円である。

ホテル事業においては、帝国ホテル本社本館８階・９階の客室、３階宴会場「富士の間」の厨房及び附帯

設備、帝国ホテル大阪の客室の改修など3,702百万円の設備投資を行った。

不動産賃貸事業においては、226百万円の設備投資を行った。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) ホテル事業
平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)

摘要
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

工具器具
及び備品

合計

　　提出会社
帝国ホテル本社
　東京都
　千代田区

ホテル事業 ホテル設備 15,937 885
2

(11)
1,49218,317

1,132
(760)

※１

帝国ホテル大阪
　大阪府大阪市
　

〃 〃 4,894 134
―
(―)

472 5,502
204
(418)

※２

上高地帝国ホテ
ル
　長野県松本市

〃 〃 982 4
―
(―)

25 1,012 ― ※３

　

(2) 不動産賃貸事業
平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)

摘要
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

工具器具
及び備品

合計

　　提出会社
帝国ホテル本社
　東京都
　千代田区

不動産賃貸
事業

賃貸設備 4,409 2
―
(―)

54 4,466
20
(―)

※１

麹町マンション
　東京都
　千代田区

〃 〃 203 3
1,389
(0.9)

1 1,597 ―

　

(注) １　※１の事業所においては上記の土地のほか12千㎡を賃借している。

２　※２の事業所は建物88千㎡を賃借している。

３　※３の事業所は土地15千㎡を賃借している。

４　従業員数の（　）は臨時従業員数を外書している。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記事項なし

　

(2) 重要な設備の除却等

特記事項なし
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 96,000,000

計 96,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,700,00029,700,000
東京証券取引所
市場第二部

―

計 29,700,00029,700,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

昭和53年４月１日 2,700 29,700(注)　　　135 1,485(注)　　△135 1,378

(注) 資本準備金の資本組入(無償)に伴うものである。
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(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数50株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 24 24 293 32 3 1,5441,920 ―

所有株式数
(単元)

― 127,11433,782396,4158,835 12 27,777593,9353,250

所有株式数
の割合(％)

― 21.40 5.69 66.74 1.49 0.00 4.68 100.0 ―

　
(注) １　自己株式　31,116株は、「個人その他」に622単元、「単元未満株式の状況」に16株含まれている。

　　 ２　「その他法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,726単元含まれている。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三井不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町２－１－１ 9,850 33.16

国際興業株式会社 　〃　中央区八重洲２－10－３ 1,908 6.42

株式会社大和証券グループ本社 　〃　千代田区丸の内１－９－１ 1,522 5.12

株式会社みずほコーポレート銀行 　〃　千代田区丸の内１－３－３ 1,476 4.96

アサヒビール株式会社 〃　中央区京橋３－７－１ 1,354 4.55

日本生命保険相互会社 〃　千代田区丸の内１－６－６ 1,309 4.40

第一生命保険相互会社 　〃　千代田区有楽町１－13－１ 1,169 3.93

サッポロビール株式会社 　〃　渋谷区恵比寿４－20－１ 1,050 3.53

富国生命保険相互会社 　〃　千代田区内幸町２－２－２ 1,019 3.43

朝日生命保険相互会社 　〃　千代田区大手町２－６－１ 830 2.79

計 ― 21,488 72.35

　
(注)　前事業年度末現在主要株主であった国際興業株式会社が、当事業年度末では主要株主でなくなり、三井不動産株式

会社が新たに主要株主となった。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式31,100  

― ―
(相互保有株式)
普通株式13,000  

完全議決権株式(その他)
普通株式

29,652,650
593,053 ―

単元未満株式 普通株式 　3,250 ― ―

発行済株式総数 29,700,000― ―

総株主の議決権 ― 593,053 ―

　
(注)１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が86,300株　(議決権　

　1,726個)含まれている。

　　２　「単元未満株式」欄の普通株式には株式会社ニューサービスシステム所有の相互保有株式32株及び当社　　　　

　所有の自己株式16株が含まれている。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社帝国ホテル

千代田区内幸町１―１―１ 31,100 ― 31,100 0.10

(相互保有株式)
株式会社
インペリアル・キッチン

千代田区内幸町１―１―１ 10,000 ― 10,000 0.03

(相互保有株式)
株式会社
ニューサービス システム

港区西新橋２―25―８ 3,000 ― 3,000 0.01

計 ― 44,100 ― 44,100 0.15

　

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

　
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項なし

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項なし

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 190 1,025

当期間における取得自己株式 30 115

　
(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めていない。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況および保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 31,116 ― 31,146 ―

　
(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めていない。
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３ 【配当政策】

配当については、長期にわたる安定的な経営基盤の確保による安定配当の継続が基本方針であり、業績と

配当性向を勘案して株主への利益還元に努めてきた。

また、内部留保資金については、施設環境の充実、競争力のある新商品の開発など安定した成長を継続す

るため有効投資する方針である。

当事業年度の剰余金の配当については、当期の業績、今後の業績見通しを総合的に勘案のうえ、１株23円

とすることに決定した。

　
(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりである。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成20年６月27日
定時株主総会決議

682 23

　

なお、配当政策の機動性を高めるため、平成20年６月27日開催の定時株主総会において、中間配当を行う

ことができる旨の定款変更を行った。よって、当社の剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年２回と

し、配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会である。

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第163期 第164期 第165期 第166期 第167期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 1,700 3,200 7,310 7,050 8,000

最低(円) 1,180 1,600 2,200 3,550 3,750

(注)　上記の最高・最低株価は、いずれも東京証券取引所市場第二部におけるものである。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 6,930 5,980 5,360 5,300 5,160 4,900

最低(円) 5,300 5,070 5,020 3,750 4,550 3,820

(注)　上記の最高・最低株価は、いずれも東京証券取引所市場第二部におけるものである。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

小　林　哲　也 昭和20年６月21日生

昭和44年３月 当社入社

(注)4 1

平成９年12月 当社営業企画室長

平成10年６月 当社取締役総合企画室長

平成12年６月 当社常務取締役帝国ホテル東京総

支配人兼ホテル事業統括部担当

平成13年６月 当社代表取締役副社長帝国ホテル

東京総支配人兼ホテル事業統括部

担当

平成16年４月

 

当社代表取締役社長帝国ホテル東

京総支配人兼ホテル事業統括部担

当

平成16年６月 当社代表取締役社長（現任）

代表取締役
副社長

経理部、
人事部、
人材育成部
担当

藤　島　磁　郎 昭和22年３月２日生

昭和45年２月 当社入社

(注)4 1

平成９年12月 当社人事部長

平成12年６月 当社取締役企画部長

平成13年６月 当社常務取締役施設部、経理部、人

事部、総務部担当

平成13年６月 株式会社インペリアル・キッチン

監査役 (現任)

平成13年６月 株式会社ニューサービスシステム

取締役 (現任)

平成15年８月 当社常務取締役施設部、経理部、人

事部、総務部、情報システム部担当

平成17年６月 当社代表取締役副社長経理部、　人

事部、総務部担当

平成19年６月 当社代表取締役副社長経理部、　人

事部、人材育成部担当 (現任)

専務取締役

帝国ホテル
東京総支配
人兼ホテル
事業統括部
担当

塚　本　　　毅 昭和22年５月28日生

昭和45年２月 当社入社

(注)3 1

平成４年12月 当社営業企画室長

平成９年12月 当社宿泊部長

平成11年４月 当社宿泊部長兼接遇部長

平成11年12月 当社宴会部長

平成13年６月 当社取締役企画部長

平成15年８月 当社取締役東京営業部長

平成16年６月 当社常務取締役帝国ホテル東京総

支配人兼ホテル事業統括部担当

平成17年６月 当社専務取締役帝国ホテル東京総

支配人兼ホテル事業統括部担当

（現任）

常務取締役
施設部長兼
情報システ
ム部担当

椎　名　行　弥 昭和20年７月21日生

昭和40年３月 当社入社

(注)3 1

平成３年12月 当社開発推進室長

平成11年３月 当社施設部長

平成13年６月 当社取締役施設部長

平成15年８月 当社取締役施設部長兼情報システ

ム部長

平成17年６月 当社常務取締役施設部長兼情報シ

ステム部担当 (現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常務取締役

企画部長兼
内 部 統 制
部、事業開
発部、不動
産事業部担
当

臼　田　洋　一 昭和28年11月１日生

昭和53年３月 当社入社

(注)3 1

平成15年８月 当社管理部長

平成17年６月 当社取締役企画部長兼事業開発部

長

平成17年６月 株式会社インペリアルエンタープ

ライズ取締役（現任）

平成17年６月 株式会社帝国ホテルサービス取締

役（現任）

平成17年６月 帝国ホテルハイヤー株式会社取締

役（現任）

平成19年６月 当社常務取締役企画部長兼内部統

制室(現内部統制部)、事業開発部、

不動産事業部担当（現任）

常務取締役
帝国ホテル
　大阪
総支配人

前　田　康　廣 昭和24年12月19日生

昭和51年11月 当社入社

(注)4 1

平成11年12月 当社宿泊部長

平成15年８月 当社ホテル事業統括部長

平成16年６月 当社取締役ホテル事業統括部長兼

東京総支配人室長

平成17年６月 当社取締役帝国ホテル東京副総支

配人兼ホテル事業統括部長

平成20年６月 当社常務取締役帝国ホテル大阪総

支配人 (現任)

取締役 櫻　井　孝　頴 昭和７年10月30日生

昭和30年４月 第一生命保険相互会社入社

(注)3 ―

昭和56年７月 同社取締役財務第一部長

昭和58年４月 同社常務取締役財務企画部長

昭和61年４月 同社代表取締役副社長

昭和62年４月 同社代表取締役社長

平成９年４月 同社代表取締役会長

平成11年６月 当社取締役(現任)

平成16年７月 第一生命保険相互会社相談役 　

(現任)

取締役 秋　山　智　史 昭和10年８月13日生

昭和34年４月 富国生命保険相互会社入社

(注)3 ―

昭和59年７月 同社取締役財務部長

平成元年３月 同社常務取締役

平成10年７月 同社代表取締役社長 (現任)

平成13年６月 当社取締役 (現任)

取締役 瀬　戸　雄　三 昭和５年２月25日生

昭和28年４月 朝日麦酒(現アサヒビール)株式会

社入社

(注)4 ―

昭和56年３月 同社取締役営業第一部長

昭和57年９月 同社取締役大阪支店長

昭和61年８月 同社常務取締役大阪支店長

昭和61年８月 同社常務取締役営業本部長

昭和63年２月 同社代表取締役専務取締役営業本

部長

平成２年６月 同社代表取締役副社長営業本部長

平成２年９月 同社代表取締役副社長

平成４年９月 同社代表取締役社長

平成11年１月 同社代表取締役会長

平成14年１月 同社取締役相談役

平成14年６月 当社取締役 (現任)

平成15年３月 アサヒビール株式会社相談役 　

(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 脇　英　太　郎 昭和20年６月29日生

昭和44年３月 日本生命保険相互会社入社

(注)3 ―

平成７年７月 同社取締役業務教育部長

平成11年３月 同社常務取締役

平成14年３月 同社専務取締役

平成17年４月 同社代表取締役副社長

平成17年６月 当社取締役 (現任）

平成19年１月 日本生命保険相互会社代表取締役

副社長執行役員（現任）

取締役 村　上　隆　男 昭和20年８月14日生

昭和44年４月 サッポロビール株式会社（現サッ

ポロホールディングス株式会社）

入社

(注)3 ─

平成11年３月 同社執行役員製造本部製造部長

平成13年３月 同社常務執行役員営業本部商品開

発部長

平成15年７月 サッポロビール株式会社取締役兼

専務執行役員生産技術本部長

平成16年３月 サッポロホールディングス株式会

社常務取締役

平成17年３月 同社代表取締役社長グループＣＥ

Ｏ（現任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

取締役 大　室　康　一 昭和20年２月６日

昭和43年４月 三井不動産株式会社入社

(注)4 ─

平成９年６月 同社取締役ビルディング営業本部

ビルディング第一営業部長

平成10年６月 同社常務取締役ビルディング営業

本部長

平成13年10月 同社専務取締役 専務執行役員ビ

ルディング本部長

平成17年４月 同社代表取締役副社長 副社長執

行役員（現任）

平成20年６月 当社取締役（現任）

取締役 総務部担当 池　田　正　弘 昭和21年５月11日生

昭和44年３月 当社入社

(注)3 2

平成３年12月 当社総務部長

平成13年６月 当社取締役総務部長

平成13年６月 帝国ホテルハイヤー株式会社代表

取締役社長

平成19年６月 株式会社インペリアル・キッチン

代表取締役会長 (現任)

平成19年６月 当社取締役総務部担当 (現任)

取締役
総料理長

兼調理部長
田　中　健一郎 昭和25年９月13日生

昭和44年３月 当社入社

(注)4 1

平成９年12月 当社調理部長

平成11年６月 当社東京料理長兼調理部長

平成12年５月 株式会社インペリアル・キッチン

取締役 (現任)

平成14年６月 当社取締役総料理長兼調理部長

(現任)

取締役
不動産

事業部長
宮　下　　　修 昭和24年６月13日生

昭和49年３月 当社入社

(注)3 1
平成12年６月 当社不動産事業部長

平成17年６月 当社取締役不動産事業部長　　（現

任）

取締役

帝国ホテル
大阪副総支
配人兼大阪
総支配人室
長

藤　井　武　志 昭和28年５月９日生

昭和52年３月 当社入社

(注)3 1

平成12年６月 当社ホテル事業統括部長

平成15年８月 当社レストラン部長

平成17年６月 当社取締役帝国ホテル大阪副総支

配人兼大阪総支配人室長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 人事部長 森　谷　一　彦 昭和30年８月７日生

昭和53年３月 当社入社

(注)3 0

平成12年６月 当社人事部長

平成19年６月 当社取締役人事部長（現任）

平成19年６月 株式会社インペリアルエンター　

プライズ取締役（現任）

平成19年６月 株式会社帝国ホテルサービス取締

役（現任）

平成19年６月 帝国ホテルハイヤー株式会社取締

役（現任）

取締役
内部統制　
部長

金　澤　睦　夫 昭和30年４月30日

昭和54年４月 株式会社第一勧業銀行(現 株式会

社みずほ銀行)入行

(注)4 1

平成15年10月 株式会社みずほ銀行京都中央支店

長

平成19年４月 同行執行役員コンプライアンス統

括部長

平成20年４月 同行理事

平成20年６月 当社取締役内部統制部長（現任）

常勤監査役 山　宮　幸　雄 昭和24年11月28日生

昭和45年３月 当社入社

(注)6 1

平成13年６月 当社経理部長

平成13年６月 株式会社インペリアルエンタープ

ライズ監査役 (現任)

平成13年６月 帝国ホテルハイヤー株式会社監査

役 (現任)

平成16年６月 当社取締役経理部長

平成16年６月 株式会社ニューサービスシステム

監査役 (現任)

平成19年６月 株式会社帝国ホテルサービス監査

役 (現任)

平成20年６月 当社常勤監査役 (現任)

監査役 三　浦　克　彦 昭和17年７月14日生

昭和38年５月 当社入社

(注)6 1

平成３年10月 当社経理部長

平成10年６月 当社取締役経理部長

平成11年12月 当社取締役経理部長兼資材部長

平成12年６月 当社取締役経理部長

平成13年６月 当社常勤監査役

平成20年６月 当社監査役 (現任)

監査役 三　枝　　　稔 昭和21年７月29日生

昭和45年４月 朝日生命保険相互会社入社

(注)5 ―

平成14年４月 同社執行役員広報部長兼社会貢献

室長

平成14年10月 同社執行役員経営企画統括部門副

統括部門長(広報)兼社会貢献室長

平成15年４月 同社常務執行役員ソサイエティ＆

カスタマーコミュニケーション統

括部門長

平成15年６月 当社監査役 (現任)

平成15年７月 朝日生命保険相互会社取締役常務

執行役員ソサイエティ＆カスタ

マーコミュニケーション統括部門

長

平成18年７月 同社取締役専務執行役員ソサイエ

ティ＆カスタマーコミュニケー

ション統括部門長

平成20年６月 同社取締役(現任)

平成20年６月 株式会社セーフティ代表取締役会

長(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 山　村　信　一 昭和21年１月18日生

昭和43年４月 大和證券株式会社入社

(注)5 ─

平成６年６月 同社取締役法人副本部長兼事業法

人第二部分担

平成９年６月 同社常務取締役東部営業本部長

平成11年４月 株式会社大和証券グループ本社代

表取締役専務取締役兼ＣＦＯ

平成13年６月 大和証券株式会社代表取締役副社

長

平成15年６月 エヌ・アイ・エフベンチャーズ株

式会社（現エヌ・アイ・エフＳＭ

ＢＣベンチャーズ株式会社）代表

取締役社長

平成19年６月 同社特別顧問（現任）

平成19年６月 当社監査役 (現任)

監査役 諏　訪　公　宏 昭和31年８月10日

昭和55年４月 三井不動産株式会社入社

(注)6 ―

平成18年４月 同社関連事業部業務グループ長

平成18年６月 リゾートソリューション株式会社

監査役（現任）

平成19年４月 三井不動産株式会社関連事業部長

（現任）

平成19年４月 三井不動産ゴルフプロパティーズ

株式会社代表取締役（現任）

平成19年４月 株式会社セレスティンホテル監査

役（現任）

平成19年６月 三井ホーム株式会社監査役（現

任）

平成20年６月 当社監査役 (現任)

計 14

　
　　(注)１　取締役 櫻井孝頴、秋山智史、瀬戸雄三、脇英太郎、村上隆男、大室康一の各氏は、会社法第２条第15号に定

める社外取締役である。

２　監査役 三枝　稔、山村信一、諏訪公宏の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。

３　取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時

までである。

４　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時

までである。

５　監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時

までである。

６　監査役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時

までである。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業理念に従い、国際的ベストホテルを目指す企業として最も優れたサービスと商品を提供す

ることによって、ブランド価値の向上を図るとともに企業価値を高めることが、コーポレート・ガバナン

スの目的と認識し、その実現に向け「適法」、「適正」、「公平」及び「透明」を基本に事業運営にあ

たっている。

　

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

① 会社の経営上の意思決定・執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体

制の状況

当社の取締役は20名以内とする旨を定款で定めている。また、監査役制度を採用し、平成20年６月27日

現在取締役のうち６名の社外取締役と、監査役のうち３名の社外監査役を選任している。

　経営の意思決定機関としては、原則月１回開催の「取締役会」と、常勤の取締役及び監査役の出席で毎

月開催する「経営会議」の２つの機関がある。「取締役会」では経営方針その他重要事項を決定すると

ともに、常勤取締役の職務執行を監督している。「経営会議」は、業務執行全般にわたり、取締役会を補完

する意思決定機関として、各常勤取締役の情報共有化と意思決定の合理化、迅速化の実現に寄与してい

る。

　業務執行に関しては、社長、副社長、専務、常務および担当役員で構成される「常務会」を随時開催し、情

報の共有化を図るとともに「取締役会」および「経営会議」に付議する議案その他重要案件について検

討を行い、意思決定の適正確保を図っている。また、「常務会」には常勤監査役が出席している。

　

② 内部統制及びリスク管理体制の整備の状況

当社は、業務の円滑化と効率性を追及するとともに、事業運営の適法性・健全性・適正性を確保する体

制を整備している。リスク管理体制については、「リスク管理委員会」を設置し、事業運営に伴う各種リ

スクの掌握と予防措置、発生時の被害最小化、事業継続性確保などの対応策を検討するとともに、法令遵

守や倫理意識向上にむけ各種規程の整備拡充や従業員に対する教育訓練に取り組んでいる。

　

③ 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

内部監査部門として８名からなる「内部統制部」が設置され、監査計画に基づき財務報告の信頼性の

確保、子会社を含めた業務の適法性、適正性、効率性等について定期的に監査を実施し、その結果を代表取

締役、監査役、および会計監査人に報告している。

監査役は、会計監査人からの報告の受領、情報の聴取等を行うとともに、意見交換会（当期定例３回・

その他随時）を実施し、監査の実効性の確保に努めている。会計監査人については、和泉監査法人と監査

契約を締結している。

監査役と内部監査部門である内部統制部は、緊密な連携を保ち、監査の実効性を確保している。
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(3) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

「リスク管理委員会」では、事業継続計画策定の取組みをはじめ、事業運営の種々の不確実性に対する

対応について討議がなされ、適正な予防策策定と管理体制の構築に向けた取組みを行った。

「食の安全と信頼委員会」では、日常的な食の安全管理を再徹底すると共に、食の安全と信頼の確保と

いう、社会やお客様の期待に応え続けることのできる管理体制の再構築に取り組んだ。

「環境委員会」では、環境関連の法令遵守、地球温暖化ガス排出量削減に努めるなど各種施策を実行、

その実施状況の検証と見直しを継続的に推進した。

　

　

（コーポレート・ガバナンス体制についての模式図）
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(4) 役員報酬等の内容

取締役の年間報酬等総額　　　340百万円（うち社外取締役　 20百万円）

監査役の年間報酬等総額　　   31百万円（うち社外監査役　  9百万円）

（注）上記、報酬等の総額は役員賞与金及び当事業年度における役員退職慰労引当金の増加額

　　　　が含まれている。

　　　　なお、平成20年６月27日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度を廃止し、

　　　　同日までの在任期間に関わる役員退職慰労金について打ち切り支給を決議している。

　

(5) 監査報酬の内容

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　17百万円

上記以外の業務に基づく報酬はない。

 

(6) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概

要

各社外取締役、社外監査役の兼務する会社と当社の間には、営業上の取引関係があるが、価格及びその

他の取引条件は一般的な取引条件に基づいて行われている。

　

(7) 業務を執行した公認会計士の氏名等、監査業務に係る補助者の構成

　

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 提出会社に係る継続監査年数

金　本　敏　男 和泉監査法人 25年

川　尻　慶　夫 和泉監査法人 14年

栁　澤　　　享 和泉監査法人 14年

なお、平成16年４月１日より適用されている公認会計士法第34条の11の３に定める業務執行社員の

ローテーション制度の実質起算日たる平成14年４月１日からの監査年数は、いずれも６年である。

また、上記の他に監査業務に関わる補助者として公認会計士１名がいる。

　

(8) 責任限定契約の内容の概要
　

　当社は、会社法第427条第１項の規定及び当社定款第25条及び第32条により、社外取締役及び社外監査役

との間において、会社法第423条第１項に規定する損害賠償責任を限定する契約を締結している。なお、当

該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額としている。

　

(9) 取締役の選任の決議要件
　
　当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めている。

　

(10) 自己の株式の取得
　

　当社は、財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行することを可能にするため、会社法第165条第２項の規

定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定

めている。

　

(11) 剰余金の配当等の決定機関
　

　当社は、配当政策の機動性を高めるため、剰余金の配当等に関する会社法第454条第５項の規定により、

中間配当を、取締役会決議によって行うこととする旨を定款で定めている。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成している。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。

なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成19年４日１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成している。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年４

月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、和泉監査

法人の監査を受けている。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 4,833 9,116

　２　売掛金 3,850 3,622

　３　有価証券 7,257 3,693

　４　たな卸資産 325 350

　５　繰延税金資産 835 764

　６　その他 556 592

　　　貸倒引当金 △37 △17

　　　流動資産合計 17,62226.8 18,12227.4

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物及び構築物 98,381 100,646

　　　　減価償却累計額 71,331 27,049 73,000 27,646

　　(2) 機械装置及び運搬具 4,933 4,739

　　　　減価償却累計額 3,873 1,060 3,644 1,094

　　(3) 工具器具及び備品 10,262 10,479

　　　　減価償却累計額 8,069 2,193 8,362 2,116

　　(4) 土地 3,544 3,544

　　　有形固定資産合計 33,84851.4 34,40351.9

　２　無形固定資産

　　(1) 借地権 853 853

　　(2) その他 413 468

　　　無形固定資産合計 1,2671.9 1,3222.0

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※1,2 3,218 2,876

　　(2) 差入保証金・敷金 5,689 5,640

　　(3) 繰延税金資産 4,001 3,762

　　(4) その他 207 83

　　　投資その他の資産合計 13,11719.9 12,36318.7

　　　固定資産合計 48,23373.2 48,09072.6

　　　資産合計 65,855100.0 66,212100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 1,607 1,588

　２　未払法人税等 1,110 914

　３　未払費用 2,243 1,991

　４　前受金 ※２ 1,165 967

　５　賞与引当金 1,243 1,225

　６　役員賞与引当金 59 59

　７　その他 2,917 3,082

　　　流動負債合計 10,34615.7 9,83014.9

Ⅱ　固定負債

　１　退職給付引当金 8,434 7,962

　２　役員退職慰労引当金 546 575

　３　長期預り金 4,353 4,563

　４　その他 ― 83

　　　固定負債合計 13,33520.3 13,18419.9

　　　負債合計 23,68236.0 23,01534.8

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,485 1,485

　２　資本剰余金 1,378 1,378

　３　利益剰余金 38,765 39,979

　４　自己株式 △87 △88

　　　株主資本合計 41,54163.1 42,75464.6

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

631 0.9 442 0.6

　　　純資産合計 42,17364.0 43,19665.2

　　　負債純資産合計 65,855100.0 66,212100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 57,061100.0 58,080100.0

Ⅱ　材料費 13,32223.3 13,65223.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※ 39,52369.3 40,88870.4

　　　営業利益 4,2147.4 3,5396.1

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 35 68

　２　受取配当金 40 41

　３　持分法による投資利益 17 57

　４　その他 136 230 0.4 133 300 0.5

　　　経常利益 4,4457.8 3,8406.6

Ⅴ　特別損失

　　　固定資産除却損 107 0.2 49 0.1

　　　税金等調整前当期純利益 4,3377.6 3,7916.5

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

1,629 1,455

　　　法人税等調整額 1,381 3,0115.3 439 1,8953.2

　　　当期純利益 1,3262.3 1,8953.3
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本
評価・換算差
額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,485 1,378 38,080 △86 40,857 631 41,488

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △593 △593 △593

　利益処分による役員賞与 △47 △47 △47

　当期純利益 1,326 1,326 1,326

　自己株式の取得 △1 △1 △1

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

0 0

連結会計年度中の変動額合計
(百万円) ― ― 685 △1 683 0 684

平成19年３月31日残高(百万円) 1,485 1,378 38,765 △87 41,541 631 42,173

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本
評価・換算差
額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

平成19年３月31日残高(百万円) 1,485 1,378 38,765 △87 41,541 631 42,173

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △682 △682 △682

　当期純利益 1,895 1,895 1,895

　自己株式の取得 △1 △1 △1

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△189 △189

連結会計年度中の変動額合計
(百万円) ― ― 1,213 △1 1,212 △189 1,023

平成20年３月31日残高(百万円) 1,485 1,378 39,979 △88 42,754 442 43,196
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前当期純利益 4,337 3,791

　２　減価償却費 2,611 3,399

　３　有形固定資産除却損 107 49

　４　貸倒引当金の減少額 △18 △19

　５　賞与引当金の増減額 4 △17

　６　役員賞与引当金の増加額 59 0

　７　退職給付引当金の減少額 △672 △472

　８　役員退職慰労引当金の増加額 90 28

　９　受取利息及び受取配当金 △76 △109

　10　持分法による投資利益 △17 △57

　11　売上債権の増減額 △161 228

　12　たな卸資産の増加額 △7 △25

　13　仕入債務の増減額 122 △18

　14　長期預り金の増加額 57 209

　15　その他 757 △475

　　　　小計 7,195 6,510

　16　利息及び配当金の受取額 334 366

　17　法人税等の支払額 △1,628 △1,649

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 5,901 5,227

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　有形固定資産の取得による支出 △4,679 △3,578

　２　投資有価証券の取得による支出 △87 △252

　３　投資有価証券の売却による収入 262 77

　４　貸付けによる支出 △15 △7

　５　貸付金の回収による収入 22 16

　６　その他 △67 △81

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △4,565 △3,825

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　配当金の支払額 △592 △681

　２　その他 △1 △1

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △593 △682

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 741 719

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 11,349 12,091

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 12,091 12,810
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 連結子会社の数及び連結子会社名
(イ)連結子会社数３社
(ロ)連結子会社名
㈱インペリアルエンタープライズ
㈱帝国ホテルサービス

　　帝国ホテルハイヤー㈱
(ハ)非連結子会社名
    IMPERIAL HOTEL AMERICA, LTD.
    連結の範囲から除いた理由
      非連結子会社は、小規模会社で
あり、総資産、売上高、当期純損益
及び利益剰余金（持分に見合う
額）等は、いずれも連結財務諸表
に重要な影響を及ぼしていないた
め、連結の範囲から除外している。

連結子会社の数及び連結子会社名
(イ)連結子会社数３社
(ロ)連結子会社名
　　同左

(ハ)非連結子会社名
　　同左

２　持分法の適用に関する事
項

(イ)持分法を適用した関連会社２社 (イ)持分法を適用した関連会社２社

(ロ)持分法を適用した会社名 (ロ)持分法を適用した会社名

　　関連会社
㈱インペリアル・キッチン
㈱ニューサービスシステム

　　関連会社
同左

(ハ)持分法を適用しない子会社名
IMPERIAL HOTEL AMERICA, LTD.
持分法を適用しない理由
  持分法非適用会社は、当期純損
益及び利益剰余金等に及ぼす影響
が軽微であり、かつ、全体としても
重要性がないため、持分法の適用
から除外している。

(ハ)持分法を適用しない子会社名
同左

３　連結子会社の事業年度等
に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と
一致している。

　　同左

４　会計処理基準に関する事
項

　(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

(イ)有価証券
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　　連結会計年度末日の市場価格等に

基づく時価法
　　　　(評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動
平均法により算定)

　　　時価のないもの
　　　　移動平均法による原価法

(イ)有価証券
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの

同左
　
　　　　

　
　

      時価のないもの
同左

(ロ)たな卸資産
　　移動平均法による原価法

(ロ)たな卸資産
　　同左

　(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法

(イ)有形固定資産
　　定額法（一部定率法）
　　耐用年数及び残存価額については、

法人税法の定めと同一の基準に
よっている。

(イ)有形固定資産
　　同左

EDINET提出書類

株式会社帝国ホテル(E04539)

有価証券報告書

33/72



　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(会計方針の変更)

　法人税法の改正((所得税法の一部を
改正する法律　平成19年３月30日　法律
第６号)及び(法人税法施行令の一部を
改正する政令　平成19年３月30日　政令
第83号))に伴い、当連結会計年度から、
平成19年４月１日以降に取得したもの
については、改正後の法人税法に基づ
く償却方法に変更している。

　なお、この変更による営業利益、経常
利益、税金等調整前当期純利益及びセ
グメント情報に与える影響は軽微であ
る。

(追加情報)

　当連結会計年度から、法人税法の改正
に伴い、平成19年３月31日以前に取得
した固定資産については、取得価額の
５％まで償却が終了した翌連結会計年
度から取得価額の５％相当額と備忘価
額との差額を５年間で均等償却し、減
価償却費に含めて計上している。

　なお、この変更により、営業利益、経常
利益及び税金等調整前当期純利益が、
519百万円減少している。

また、セグメント情報に与える影響に
ついては、当該箇所に記載している。

(ロ)無形固定資産
定額法
償却年数については、法人税法の
定めと同一の基準によっている。
なお、ソフトウェア（自社利用）
については、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法

(ロ)無形固定資産
同左

　(3) 重要な引当金の計上基

準

(イ)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上している。

(イ)貸倒引当金

同左

(ロ)賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上して

いる。

(ロ)賞与引当金

同左

(ハ)役員賞与引当金

役員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額に基づき計上してい

る。

(ハ)役員賞与引当金

同左

EDINET提出書類

株式会社帝国ホテル(E04539)

有価証券報告書

34/72



　

項目

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

(ニ)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を計

上している。数理計算上の差異に

ついては、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数(14～16年)による按分額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度より費

用処理している。

(ニ)退職給付引当金

同左

(ホ)役員退職慰労引当金

当社と一部の連結子会社は役員の

退職慰労金支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給額の100％

を計上している。

(ホ)役員退職慰労引当金

当社と連結子会社は役員の退職慰

労金支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額の100％を計上

している。

　(4) 重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっている。

　同左

　(5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっている。

消費税等の会計処理

　同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してい

る。

　同左

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなる。

　同左
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会計方針の変更

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（役員賞与に関する会計基準）

　当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基

準第４号）を適用している。

　この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益が59百万円減少している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

している。

――――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等）

　当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用

指針第８号）を適用している。

　これによる損益に与える影響はない。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

42,173百万円である。

　連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成している。

――――――

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

等の一部改正）

　当連結会計年度から、改正後の「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員

会　最終改正平成18年８月11日　企業会計基準第１号）

及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会　最終改正平成

18年８月11日　企業会計基準適用指針第２号）を適用し

ている。

　これによる損益に与える影響はない。

　なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成している。

――――――
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりである。

投資有価証券(株式) 1,043百万円

　

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりである。

投資有価証券(株式) 844百万円

　

※２　担保資産

①担保に供している資産 投資有価証券 154百万円

②担保付債務 前受金 239百万円

※２　担保資産

①担保に供している資産 投資有価証券 133百万円

②担保付債務 前受金 224百万円

　

(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主な項目

人件費 16,310百万円

業務委託費 3,457

賃借料 3,138

減価償却費 2,611

賞与引当金繰入額 1,314

退職給付費用 1,217

※　販売費及び一般管理費のうち主な項目

人件費 16,529百万円

減価償却費 3,399

業務委託費 3,379

賃借料 3,111

賞与引当金繰入額 1,225

退職給付費用 1,071
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 29,700,000 ─ ─ 29,700,000
　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 37,150 292 ─ 37,442
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りである。

　単元未満株式の買取りによる増加　　292株

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 593 20平成18年３月31日 平成18年６月30日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 682 23平成19年３月31日 平成19年６月29日

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 29,700,000 ─ ─ 29,700,000
　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 37,442 190 ― 37,632
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りである。

　単元未満株式の買取りによる増加　　190株

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 682 23平成19年３月31日 平成19年６月29日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 682 23平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,833百万円

有価証券勘定 7,257

現金及び現金同等物の期末残高 12,091
　

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 9,116百万円

有価証券勘定 3,693

現金及び現金同等物の期末残高 12,810
　

　

(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

工具器具及び備品

取得価額相当額 304百万円

減価償却累計額

相当額
269百万円

期末残高相当額 34百万円

工具器具及び備品

取得価額相当額 16百万円

減価償却累計額

相当額
5百万円

期末残高相当額 11百万円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 24百万円

１年超 11百万円

合計 36百万円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3百万円

１年超 8百万円

合計 11百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 57百万円

減価償却費相当額 52百万円

支払利息相当額 1百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 25百万円

減価償却費相当額 23百万円

支払利息相当額 0百万円

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　・減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

　　・利息相当額の算定方法

　　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　・減価償却費相当額の算定方法

　　    同左

　　・利息相当額の算定方法

　　    同左
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(有価証券関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　①　株式 313 1,389 1,075

　②　債券 95 95 0

　③　その他 ─ ─ ─

　小計 408 1,484 1,076

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　①　株式 29 19 △9

　②　債券 59 58 △1

　③　その他 ─ ─ ─

　小計 89 78 △11

合計 497 1,562 1,065

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

262 0 0

　

３　時価評価されていない有価証券

その他有価証券

　

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

　①　非上場株式 112

　②　コマーシャルペーパー 5,492

　③　優先出資証券等 2,265

合計 7,870

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

　

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

債券 77 18 58 ─
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　①　株式 313 1,071 757

　②　債券 130 133 3

　③　その他 ― ― ―

　小計 444 1,204 760

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　①　株式 29 17 △11

　②　債券 200 197 △2

　③　その他 ― ― ―

　小計 229 214 △14

合計 673 1,419 746

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

77 0 0

　

３　時価評価されていない有価証券

その他有価証券

　

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

　①　非上場株式 112

　②　コマーシャルペーパー 2,994

　③　優先出資証券等 1,198

合計 4,306

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

　

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

債券 3 15 127 ―
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

デリバティブ取引を全く利用していないので該当事項はない。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

デリバティブ取引を全く利用していないので該当事項はない。

　

(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて

いる。

なお、当社及び連結子会社は総合型確定拠出年金

制度（日本ホテル業企業型年金）に加入している。

　

　

２　退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日)

①　退職給付債務 △14,498百万円

②　年金資産 4,454

③　未積立退職給付債務 △10,044

④　未認識数理計算上の差異 1,609

⑤　退職給付引当金 △8,434

なお、連結子会社の１社については、退職給付

債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

３　退職給付費用に関する事項(自　平成18年４月１日　

至　平成19年３月31日)

①　勤務費用 797百万円

②　利息費用 364

③　期待運用収益 △94

④　数理計算上の差異 149

⑤　退職給付費用 1,217

(注)１　日本ホテル業企業型年金への拠出額は①勤

務費用に計上している。

２  簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、①勤務費用に計上している。

３  選択定年制度による割増退職金の支払額は

①勤務費用に計上している。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の

　　期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.5％

③　期待運用収益率 2.5％

④　数理計算上の差異の処理年数 14～16年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、翌連結会計

年度から費用処理している。)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて

いる。

なお、当社及び連結子会社は総合型確定拠出年金

制度（日本ホテル業企業型年金）に加入している。

　

　

２　退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日)

①　退職給付債務 △14,251百万円

②　年金資産 4,046

③　未積立退職給付債務 △10,204

④　未認識数理計算上の差異 2,242

⑤　退職給付引当金 △7,962

なお、連結子会社の１社については、退職給付

債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

３　退職給付費用に関する事項(自　平成19年４月１日　

至　平成20年３月31日)

①　勤務費用 669百万円

②　利息費用 362

③　期待運用収益 △111

④　数理計算上の差異 151

⑤　退職給付費用 1,071

(注)１　日本ホテル業企業型年金への拠出額は①勤

務費用に計上している。

２  簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、①勤務費用に計上している。

３  選択定年制度による割増退職金の支払額は

①勤務費用に計上している。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の

　　期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.5％

③　期待運用収益率 2.5％

④　数理計算上の差異の処理年数 14～16年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、翌連結会計

年度から費用処理している。)
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

①　流動資産

　　未払事業税 91百万円

　　賞与引当金 506

　　その他 237

　　　　計 835

②　固定資産

　　退職給付引当金 3,384百万円

　　役員退職慰労引当金 222

　　連結子会社固定資産
　　売却益

747

　　減損損失 223

　　その他 122

　　評価性引当額 △265

　　繰延税金負債（固定）との相殺 △433

　　　　計 4,001

　　繰延税金資産合計 4,837

(繰延税金負債)

　　固定負債

　　その他有価証券評価差額金 △433百万円

　　繰延税金資産（固定）との相殺 433

　　繰延税金負債合計 ─

　　差引：繰延税金資産純額 4,837
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

①　流動資産

　　未払事業税 78百万円

　　賞与引当金 499

　　その他 186

　　　　計 764

②　固定資産

　　退職給付引当金 3,202百万円

　　役員退職慰労引当金 232

　　連結子会社固定資産
　　売却益

747

　　減損損失 253

　　その他 228

　　評価性引当額 △598

　　繰延税金負債（固定）との相殺 △303

　　　　計 3,762

　　繰延税金資産合計 4,527

(繰延税金負債)

　　固定負債

　　その他有価証券評価差額金 △303百万円

　　繰延税金資産（固定）との相殺 303

　　繰延税金負債合計 ―

　　差引：繰延税金資産純額 4,527
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5〃

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.5〃

住民税均等割等 0.2〃

評価性引当額 6.1〃

受取配当金連結消去 2.4〃

未実現損益に係る税効果取崩額 21.8〃

持分法による投資損益 △0.2〃

その他 0.4〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 69.4％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6〃

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.9〃

住民税均等割等 0.2〃

評価性引当額 8.8〃

受取配当金連結消去 2.8〃

持分法による投資損益 △0.4〃

その他 0.2〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.0％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

ホテル事業
(百万円)

不動産
賃貸事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

51,038 6,023 57,061 ─ 57,061

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ 25 25 (25) ─

計 51,038 6,048 57,086 (25) 57,061

　　営業費用 48,663 1,977 50,640 2,206 52,846

　　営業利益 2,374 4,071 6,446 (2,231) 4,214

Ⅱ　資産・減価償却費
　　及び資本的支出

　　資産 36,236 9,325 45,561 20,294 65,855

　　減価償却費 2,205 406 2,611 ─ 2,611

　　資本的支出 3,984 257 4,242 ─ 4,242

　
(注) １　事業区分は内部管理上採用している区分によっている。

２　各事業の主な内容

　　　　　　①　ホテル事業……ホテル事業及びこれに附帯する業務

　　　　　　②　不動産賃貸事業……事務所及び店舗の賃貸

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(2,231百万円)の主なものは、連結財務諸表提

出会社の管理部門に係る費用である。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(20,294百万円)の主なものは、連結財務諸表提出会社での

余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。

５　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項　(3) 重要な引当金の計上

基準　(ハ) 役員賞与引当金（会計方針の変更）」に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４号）を適用している。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業費用は「消去又は全社」が59百万円増加

し、営業利益が同額減少している。
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当連結会計年度

(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

ホテル事業
(百万円)

不動産
賃貸事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

51,721 6,359 58,080 ― 58,080

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 21 21 (21)

計 51,721 6,381 58,102 (21) 58,080

　　営業費用 49,997 2,069 52,066 2,474 54,541

　　営業利益 1,723 4,311 6,035 (2,496) 3,539

Ⅱ　資産・減価償却費
　　及び資本的支出

　　資産 36,598 9,074 45,672 20,539 66,212

　　減価償却費 2,899 500 3,399 ― 3,399

　　資本的支出 3,905 226 4,132 ― 4,132

　
(注) １　事業区分は内部管理上採用している区分によっている。

２　各事業の主な内容

　　　　　　①　ホテル事業……ホテル事業及びこれに附帯する業務

　　　　　　②　不動産賃貸事業……事務所及び店舗の賃貸

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(2,496百万円)の主なものは、連結財務諸表提

出会社の管理部門に係る費用である。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(20,539百万円)の主なものは、連結財務諸表提出会社での

余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。

５　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した固定資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めている。こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業費用は「ホテル事業」で354百

万円、「不動産賃貸事業」で164百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少している。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度及び当連結会計年度において在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当

事項はない。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項なし

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項なし

　

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

特記事項なし

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

特記事項なし
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 1,421円78銭１株当たり純資産額 1,456円28銭

１株当たり当期純利益 44円71銭１株当たり当期純利益 63円92銭

　
(注)１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載していない。

(注)２　算定上の基礎

　

(1) １株当たり純資産額

項目
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 42,173 43,196

普通株式に係る純資産額(百万円) 42,173 43,196

差額の主な内訳(百万円) ─ ―

普通株式の発行済株式数（千株） 29,700 29,700

普通株式の自己株式数（千株） 37 37

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（千株）

29,662 29,662

　

(2) １株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益（百万円） 1,326 1,895

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,326 1,895

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 29,662 29,662

　

　

(重要な後発事象)

該当事項なし
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項なし

　

【借入金等明細表】

該当事項なし

　

　

(2) 【その他】

該当事項なし
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 3,691 8,011

　２　売掛金 3,799 3,516

　３　有価証券 7,257 3,693

　４　貯蔵品 325 353

　５　前払費用 31 145

　６　繰延税金資産 795 723

　７　未収入金 347 346

　８　その他 214 218

　　　貸倒引当金 △36 △17

　　　流動資産合計 16,42724.6 16,99125.1

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 97,577 99,835

　　　　減価償却累計額 70,814 26,763 72,454 27,380

　　(2) 構築物 800 810

　　　　減価償却累計額 516 284 545 264

　　(3) 機械及び装置 4,767 4,570

　　　　減価償却累計額 3,784 983 3,555 1,014

　　(4) 車両及び運搬具 66 61

　　　　減価償却累計額 41 25 38 23

　　(5) 工具器具及び備品 10,256 10,473

　　　　減価償却累計額 8,065 2,190 8,358 2,114

　　(6) 土地 7,565 7,565

　　　有形固定資産合計 37,81356.5 38,36356.8

　２　無形固定資産

　　(1) 借地権 853 853

　　(2) ソフトウェア 406 463

　　(3) 施設利用権 0 0

　　　無形固定資産合計 1,2601.9 1,3172.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※ 2,175 2,032

　　(2) 関係会社株式 383 383

　　(3) 従業員長期貸付金 31 21

　　(4) 長期前払費用 32 25

　　(5) 差入保証金・敷金 5,685 5,636

　　(6) 繰延税金資産 2,966 2,750

　　(7) その他 143 36

　　　投資その他の資産合計 11,41917.0 10,88616.1

　　　固定資産合計 50,49375.4 50,56874.9

　　　資産合計 66,921100.0 67,559100.0

〔負債の部〕

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 1,611 1,593

　２　未払金 2,049 2,328

　３　未払法人税等 1,087 891

　４　未払消費税等 317 184

　５　未払費用 2,298 2,105

　６　前受金 ※ 1,165 967

　７　預り金 75 81

　８　前受収益 433 444

　９　賞与引当金 1,169 1,148

　10　役員賞与引当金 59 59

　　　流動負債合計 10,26715.3 9,80514.5

Ⅱ　固定負債

　１　退職給付引当金 7,636 7,272

　２　役員退職慰労引当金 545 570

　３　長期預り金 4,298 4,506

　４　その他 ― 83

　　　固定負債合計 12,48018.7 12,43318.4

　　　負債合計 22,74834.0 22,23832.9
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,485 1,485

　２　資本剰余金

　　    資本準備金 1,378 1,378

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 371 371

　　(2) その他利益剰余金

　　　　別途積立金 36,641 38,141

　　　　繰越利益剰余金 3,738 3,577

　　　　利益剰余金合計 40,751 42,089

　４　自己株式 △73 △74

　　　株主資本合計 43,54165.1 44,87866.4

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

631 0.9 442 0.7

　　　純資産合計 44,17266.0 45,32067.1

　　　負債純資産合計 66,921100.0 67,559100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　１　室料売上 10,280 10,684

　２　料飲売上 18,235 18,454

　３　サービス料 3,131 3,197

　４　賃貸収入 6,048 6,381

　５　その他売上 18,108 55,803100.0 18,766 57,484100.0

Ⅱ　材料費 13,35423.9 13,68623.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※ 38,37968.8 40,38670.3

　　　営業利益 4,0697.3 3,4115.9

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 4 14

　２　有価証券利息 29 48

　３　受取配当金 299 299

　４　その他 134 467 0.8 127 490 0.9

　　　経常利益 4,5378.1 3,9016.8

Ⅴ　特別損失

　　　固定資産除却損 106 106 0.2 48 48 0.1

　　　税引前当期純利益 4,4307.9 3,8536.7

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

1,590 1,414

　　　法人税等調整額 416 2,0063.6 418 1,8323.2

　　　当期純利益 2,4234.3 2,0203.5
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
　

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本金
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,485 1,378 371 35,641 2,955 38,968 △72 41,759

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △593 △593 △593

　利益処分による役員賞与 △47 △47 △47

　別途積立金の積立 1,000△1,000 ― ―

　当期純利益 2,423 2,423 2,423

　自己株式の取得 △1 △1

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ― 1,000 783 1,783 △1 1,781

平成19年３月31日残高(百万円) 1,485 1,378 371 36,641 3,738 40,751 △73 43,541

　
評価・換算差額

等
純資産合計その他

有価証券
評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 630 42,390

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △593

　利益処分による役員賞与 △47

　別途積立金の積立 ―

　当期純利益 2,423

　自己株式の取得 △1

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

1 1

事業年度中の変動額合計(百万円) 1 1,782

平成19年３月31日残高(百万円) 631 44,172
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
　

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本金
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成19年３月31日残高(百万円) 1,485 1,378 371 36,641 3,738 40,751 △73 43,541

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △682 △682 △682

　別途積立金の積立 1,500△1,500 ― ―

　当期純利益 2,020 2,020 2,020

　自己株式の取得 △1 △1

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ― 1,500 △161 1,338 △1 1,337

平成20年３月31日残高(百万円) 1,485 1,378 371 38,141 3,577 42,089 △74 44,878

　
評価・換算差額

等
純資産合計その他

有価証券
評価差額金

平成19年３月31日残高(百万円) 631 44,172

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △682

　別途積立金の積立 ―

　当期純利益 2,020

　自己株式の取得 △1

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△189 △189

事業年度中の変動額合計(百万円) △189 1,147

平成20年３月31日残高(百万円) 442 45,320
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　　同左

(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基

づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同左

　

　

　

　

時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

貯蔵品

　　移動平均法による原価法

貯蔵品

　　同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　　定額法（一部定率法）

　　　耐用年数及び残存価額については、

法人税法の定めと同一の基準に

よっている。

(1) 有形固定資産

　　　同左

(会計方針の変更)

　法人税法の改正((所得税法等の一部

を改正する法律　平成19年３月30日　法

律第６号)及び(法人税法施行令の一部

を改正する政令　平成19年３月30日　政

令83号))に伴い、当事業年度から、平成

19年４月１日以降に取得した固定資産

については、改正後の法人税法に基づ

く償却方法に変更している。

　なお、この変更による営業利益、経常

利益、税引前当期純利益に与える影響

は軽微である。

(追加情報)

　当事業年度から法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得した

ものについては、取得価額の５％まで

償却が終了した翌事業年度から取得価

額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間で均等償却し、減価償却費に含

めて計上している。

　なお、この変更による営業利益、経常

利益、税引前当期純利益が519百万円減

少している。

(2) 無形固定資産

　　　定額法

　　　償却年数については、法人税法の定

めと同一の基準によっている。

なお、ソフトウェア（自社利

用）については、社内における

利用可能期間（５年）に基づく

定額法

(2) 無形固定資産

　　　同左

(3) 長期前払費用

　　　税法基準による均等償却

(3) 長期前払費用

　　　同左
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項目

前事業年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

当事業年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上している。

(1) 貸倒引当金

　　　同左

(2) 賞与引当金

　　　従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額に基づき計上してい

る。

(2) 賞与引当金

　　　同左

(3) 役員賞与引当金

　　　役員の賞与の支給に充てるため、支

給見込額に基づき計上してい

る。

(3) 役員賞与引当金

　　　同左

(4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生

していると認められる額を計上

している。

　　　数理計算上の差異については、各期

の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(16年)による按分額をそれぞれ

発生の翌事業年度より費用処理

している。

(5) 役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給

額の100％を計上している。

(4) 退職給付引当金

　　　同左

 

(5) 役員退職慰労引当金

　　　同左

５　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっている。

　同左

６　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

 消費税等の会計処理

　　税抜方式によっている。

 

消費税等の会計処理

　　　同左
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会計方針の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（役員賞与に関する会計基準）

　当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４

号）を適用している。

　この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益が、59百万円減少している。

――――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等）

　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針

第８号）を適用している。

　これによる損益に与える影響はない。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

44,172百万円である。

　財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成してい

る。

――――――

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

等の一部改正）

　当事業年度から、改正後の「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　最

終改正平成18年８月11日　企業会計基準第１号）及び

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会　最終改正平成18年

８月11日　企業会計基準適用指針第２号）を適用してい

る。

　これによる損益に与える影響はない。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して

いる。

――――――
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※　　投資有価証券154百万円は、前受金239百万円の ※　担保資産

担保に供されている。 ①担保に供している資産　投資有価証券　133百万円

②担保付債務　　　　　　前受金　　　　224百万円

　

(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※ 　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

　　人件費 13,845百万円

　　業務委託費 5,155

　　賃借料 3,136

　　建物什器補修費 2,622

　　減価償却費 2,594

　　水道光熱費 1,990

　　賞与引当金繰入額 1,169

　　退職給付費用 1,100

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

　　人件費 13,998百万円

　　業務委託費 5,733

　　減価償却費 3,380

　　賃借料 3,109

　　建物什器補修費 2,780

　　水道光熱費 2,008

　　賞与引当金繰入額 1,148

　　退職給付費用 962

　

(株主資本等変動計算書関係)

　
前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 30,634 292 ─ 30,926
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りである。

　単元未満株式の買取りによる増加　　292株

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 30,926 190 ― 31,116
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りである。

　単元未満株式の買取りによる増加　　190株
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

工具器具及び備品

取得価額相当額 304百万円

減価償却累計額相当額 269百万円

期末残高相当額 34百万円

工具器具及び備品

取得価額相当額 16百万円

減価償却累計額相当額 5百万円

期末残高相当額 11百万円

２　未経過リース料期末残高相当額

　１年以内 24百万円

　１年超 11百万円

合計 36百万円

２　未経過リース料期末残高相当額

　１年以内 3百万円

　１年超 8百万円

合計 11百万円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 57百万円

減価償却費相当額 52百万円

支払利息相当額 1百万円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 25百万円

減価償却費相当額 23百万円

支払利息相当額 0百万円

４　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　・減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

　　・利息相当額の算定方法

　　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。

４　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　・減価償却費相当額の算定方法

　　　　同左

　　・利息相当額の算定方法

　　　　同左
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(有価証券関係)

前事業年度(平成19年３月31日現在)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

　

当事業年度(平成20年３月31日現在)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

①　流動資産

　　未払事業税 91百万円

　　賞与引当金 476

　　その他 227

　　　　計 795

②　固定資産

　　退職給付引当金 3,108百万円

　　役員退職慰労引当金 221

　　減損損失 223

　　その他 112

　　評価性引当額 △265

　　繰延税金負債（固定）との相殺 △433

　　　　計 2,966

　　繰延税金資産合計 3,762

(繰延税金負債)

　　固定負債

　　その他有価証券評価差額金 △433百万円

　　繰延税金資産（固定）との相殺 433

　　繰延税金負債合計 ─

　　差引：繰延税金資産純額 3,762
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

①　流動資産

　　未払事業税 76百万円

　　賞与引当金 467

　　その他 179

　　　　計 723

②　固定資産

　　退職給付引当金 2,959百万円

　　役員退職慰労引当金 232

　　減損損失 253

　　その他 204

　　評価性引当額 △595

　　繰延税金負債（固定）との相殺 △303

　　　　計 2,750

　　繰延税金資産合計 3,473

(繰延税金負債)

　　固定負債

　　その他有価証券評価差額金 △303百万円

　　繰延税金資産（固定）との相殺 303

　　繰延税金負債合計 ―

　　差引：繰延税金資産純額 3,473
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.7％

　(調整)

　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5〃

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.5〃

　住民税均等割等 0.2〃

　評価性引当額 6.0〃

　その他 0.4〃

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.3％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.7％

　(調整)

　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5〃

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.8〃

　住民税均等割等 0.2〃

　評価性引当額 8.6〃

　その他 0.4〃

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.6％
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 1,488円85銭 1,527円55銭

１株当たり当期純利益 81円70銭 68円11銭

　
(注)１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載していない。

(注)２　算定上の基礎

(1) １株当たり純資産額

　

項目
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 44,172 45,320

普通株式に係る純資産額（百万円） 44,172 45,320

差額の主な内訳（百万円） ─ ―

普通株式の発行済株式数（千株） 29,700 29,700

普通株式の自己株式数（千株） 30 31

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の
数（千株）

29,669 29,668

　

(2) １株当たり当期純利益

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

損益計算書上の当期純利益（百万円） 2,423 2,020

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,423 2,020

普通株主に帰属しない金額（百万円） ─ ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 29,669 29,668

　

(重要な後発事象)

該当事項なし
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価
証券

その他
有価証券

㈱大和証券グループ本社 450,000 388

アサヒビール㈱ 187,000 384

サッポロホールディングス㈱ 170,000 138

㈱みずほフィナンシャルグループ
　（転換型優先株式）

100 100

㈱ニチレイ 200,000 95

㈱みずほフィナンシャルグループ 138 50

キリンホールディングス㈱ 7,000 13

㈱日本航空 50,000 12

芝パークホテル㈱ 105,000 5

タカラスタンダード㈱ 11,194 4

その他４銘柄 1,718 7

計 1,182,150 1,201

　
　

【債券】

　

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

国債 145 133

投資有価
証券

その他　　
有価証券　

クレッシェンド投資法人債 100 99

大和証券ＳＭＢＣクレジットリンク債 100 97

計 345 331

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券
その他　有
価証券

コマーシャルペーパー（3銘柄） ― 2,994

信託受益権（3銘柄） ― 698

小計 ― 3,693

投資有価
証券

その他　有
価証券

優先出資証券　㈱みずほフィナンシャルグループ 5 500

計 ― 4,193
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 97,5773,024 57 99,83572,4542,34927,380

　構築物 800 9 0 810 545 28 264

　機械及び装置 4,767 235 32 4,570 3,555 171 1,014

　車両及び運搬具 66 6 3 61 38 5 23

　工具器具及び備品 10,256 631 33 10,4738,358 674 2,114

　土地 7,565 ― ― 7,565 ― ― 7,565

有形固定資産計 121,0353,906 127 123,31684,9523,22938,363

無形固定資産

　借地権 853 ― ― 853 ― ― 853

　ソフトウェア 657 200 68 789 326 143 463

　施設利用権 0 ― ― 0 0 0 0

無形固定資産計 1,512 200 68 1,644 326 143 1,317

長期前払費用 56 1 0 57 32 7 25

(注) 当期増加額の主なものは次のとおりである。

建物 帝国ホテル本社 本館８階・９階客室改修工事 1,304百万円

本館３階宴会場改修工事 39

機械及び装置 帝国ホテル本社 本館３階宴会場改修工事 116

工具器具及び備品 帝国ホテル本社 本館８階・９階客室改修工事 169

本館３階宴会場改修工事 16

帝国ホテル大阪 15階-18階客室改修工事 68

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 36 17 7 29 17

賞与引当金 1,169 1,148 1,169 ― 1,148

役員賞与引当金 59 59 59 ― 59

役員退職慰労引当金 545 83 58 ― 570

(注)　貸倒引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額である。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

(a) 流動資産

(イ)現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 185

預金

当座預金 5

普通預金 2,698

別段預金 1

定期預金 5,120

計 7,825

合計 8,011

　

(ロ)売掛金

　

区分 金額(百万円)

一般 1,820

旅行代理店及び航空会社 341

クレジットカード 1,257

宿泊客 96

計 3,516

　

繰越高(Ａ)
(百万円)

当期発生高(Ｂ)
(百万円)

回収高(Ｃ)
(百万円)

残高(Ｄ)
(百万円)

回収率(％)
Ｃ

Ａ＋Ｂ

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

3,799 60,399 60,682 3,516 94.5 22.1

(注)消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記金額には消費税等を含む。

　

(ハ)貯蔵品

　

区分 金額(百万円) 比率(％)

食料品(肉、野菜、魚類等) 140 39.8

飲料品(洋酒、日本酒等) 153 43.4

消耗品等 47 13.6

補繕材料品 11 3.2

計 353 100.0
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(b) 固定資産

差入保証金・敷金
　

区分 金額(百万円)

差入保証金 840

敷金 4,796

計 5,636

　

(c) 流動負債

買掛金
　

相手先 金額(百万円)

都貿易㈱ 27

㈱インペリアル・キッチン 27

㈱ノムラ 24

日本レストランコンフェクショナリー㈱ 17

西喜水産㈱ 16

その他 1,479

計 1,593

　

(d) 固定負債

(イ)退職給付引当金
　

区分 金額(百万円)

退職給付債務 13,032

年金資産 △3,796

未認識数理計算上の差異 △1,962

合計 7,272

　

(ロ)長期預り金
　

内訳 金額(百万円)

敷金(貸店舗・貸事務所) 4,302

保証金(〃) 140

その他 64

計 4,506

　

(3) 【その他】

該当事項なし
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、50株券、50株未満を表示する株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 50株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

　　取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店および全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 １枚につき200円

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

　　取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店および全国各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 東京都内で発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし

　
(注)　平成20年６月27日開催の定時株主総会において、中間配当制度の採用に伴い、定款に規定する「配当の基準日」を

変更している。

各配当基準日は、以下のとおりである。

　　　　中間配当の基準日　 ９月30日

　　　　期末配当の基準日　 ３月31日
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はない。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度　第166期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)平成19年６月28日関東財務局長に提出

　

(2) 半期報告書

　　事業年度　第167期中(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)平成19年12月21日関東財務局長に提出

　

(3) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書を

平成19年10月９日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし
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独立監査人の監査報告書

平成19年６月28日

株式会社　帝国ホテル

取締役会　御中

和泉監査法人

　
代表社員
業務執行社員

公認会計士　　金　　本　　敏　　男　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　川　　尻　　慶　　夫　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　栁　　澤　　　　　享　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社帝国ホテルの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社帝国ホテル及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　

追記情報

会計方針の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から役員賞与に関する会計基準を適用しているた

め、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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独立監査人の監査報告書

平成20年６月17日

株式会社　帝国ホテル

取締役会　御中

和泉監査法人

　
代表社員
業務執行社員

公認会計士　　金　　本　　敏　　男　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　川　　尻　　慶　　夫　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　栁　　澤　　　　　享　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社帝国ホテルの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社帝国ホテル及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　

追記情報

追加情報に記載のとおり、会社は当連結会計年度から法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得

した固定資産については、取得価額の５％まで償却が終了した翌連結会計年度から取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間で均等償却し、減価償却費に含めて計上している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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独立監査人の監査報告書

平成19年６月28日

株式会社　帝国ホテル

取締役会　御中

和泉監査法人

　
代表社員
業務執行社員

公認会計士　　金　　本　　敏　　男　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　川　　尻　　慶　　夫　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　栁　　澤　　　　　享　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社帝国ホテルの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第166期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社帝国ホテルの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

会計方針の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から役員賞与に関する会計基準を適用しているため、

当該会計基準により財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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独立監査人の監査報告書

平成20年６月17日

株式会社　帝国ホテル

取締役会　御中

和泉監査法人

　
代表社員
業務執行社員

公認会計士　　金　　本　　敏　　男　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　川　　尻　　慶　　夫　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　栁　　澤　　　　　享　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社帝国ホテルの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第167期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社帝国ホテルの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

追加情報に記載のとおり、会社は当事業年度から法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した

固定資産については、取得価額の５％まで償却が終了した翌事業年度から取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間で均等償却し、減価償却費に含めて計上している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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